
             
■指導行政のポイント 

 

 

６月 20 日，教育関連３法案が成立した。成立し

た３法は，学校教育法，地方教育行政法，教育職員
免許法の各改正法である。 
     

 「３法」というので，表面には出なかったが，じ
つは教育職員免許法改正の中に，もう１つ重要な法
律改正が盛り込まれている。それは教育公務員特例

法の改正である。 
 今回の教育職員免許法の改正は，免許更新制の導
入を内容としているが，免許更新制のねらいについ

て，中央教育審議会と教育再生会議の考えが分かれ
た。つまり，中教審答申（18年７月）が講習受講に
よるリニューアル方式を提言したのに対し，再生会

議報告（19 年１月）が不適格教員に厳しく対応でき
る更新制を提言したのだ。 
 で，この２つの考えにどう折り合いをつけるかが

注目された。文部科学省は，教育職員免許法の改正
で，中教審が提言する「期間 10 年，30 時間講習」
のリニューアル方式を取り入れ，これと抱き合わせ

た形で，教育公務員特例法を改正し，指導力不足教
員の研修義務と免職措置の規定を設けた。 
 教特法の改正のポイントは，次のとおりである（第

25 条の２，第 25 条の３）。 
（1）公立学校教員の任命権者は，児童・生徒等に
対する指導が不適切であると認定した教員に対し，

指導改善研修を実施しなければならない。 
（2）指導改善研修の期間は，１年を超えてはなら
ない。ただし，特に必要がある場合は，２年を超え

ない範囲内で，これを延長することができる。 
（3）任命権者は，指導改善研修の終了時に指導の
改善の程度に関する認定を行わなければならない。 

（4）上記（1）および（3）の認定にあたっては，
任命権者は，医学，心理学等の専門的知識を有する
者と保護者である者の意見を聴かなければならない。 

（5）任命権者は，研修終了時の認定で児童・生徒

等に対する指導を適切に行うことができないと認め
る者に対して，免職その他の必要な措置を講ずる。 
 周知のように，すでに指導力不足教員の人事管理

は制度化されている。平成 13 年に地方教育行政法
が改正され，都道府県教委は，市町村立学校の県費
負担教員が，①児童・生徒に対する指導が不適切で

あること，②研修等必要な措置を講じられても児童・
生徒に対する指導を適切に行うことができないと認
められること――の２つの要件に該当する場合，教

職以外の職に異動させることができる制度を導入し
た（47 条の２）。 
     

 では，地方教育行政法の制度と教育公務員特例法
の制度との違いは何か。第１は，対象の違い。前者
が県費負担教職員に限っているのに対し，後者は公

立の幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育
学校，特別支援学校の教員を対象としている。第２
は，措置の違い。前者が教職外の職への「採用」で

あるのに対し，後者は「免職その他の措置」として
いる。 
 これまでの指導力不足教員に関する人事管理をみ

ると，研修措置を講じても指導力に改善のみられな
い教員について，教職外に移すケースはほとんどな
く，多くは説得して自主的に退職させるか，やむを

得ず職場に復帰させている。もちろん，地方公務員
法に基づく分限免職は可能であるが，事実上，分限
免職の実施は困難で，任命権者は，研修成果の上が

らない指導力不足教員への対応に苦慮している。 
 今回，教特法の改正により，指導力不足を理由と
する免職処分が可能となったので，今後の指導力不

足教員に関する人事管理は，より有効なものになる
ことが期待されよう。 

（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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